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製薬業界の自主行動計画 

● 数値目標 

２０１０年度（第一約束期間５ヵ年の平均値）の製薬企業の二酸化炭素排

出量を１９９０年度レベル以下に抑制する。 

● 対象 

  ・ 業界団体 ： 製薬協、ＯＴＣ薬協、ＧＥ薬協 

  ・ 対象部門 ： 工場、研究所 

  ・ 対象ガス  ： エネルギー起源の二酸化炭素 

● 参加企業数 

  ・ 日薬連業種別団体（１４団体）加盟企業数 ： ３７０社 

  ・ アンケート調査回答企業数   ： １０１社 

  ・ 数値目標集計企業数    ：   ６６社 

        注）１９９７年度から取り組みを開始 
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業界団体  
会員 

企業数  

調査対象 

企業数 

回答 

企業数  

回答企業 

（％） 

有効  

回答数  

有効回答 

（％）  

2007年度
以前からの
参加企業 

製薬協 
７０ 

（ ６７） 

７０   

（６７） 

６３ 

（６２） 

９０．０ 

（８８．１） 

４９ 

（４９） 

 ７０．０ 

（７１．６） 

４３ 

（４２） 

ＯＴＣ薬協 
７９   

（８２） 

８    

（ ８） 

７  

 （８） 

８７．５ 

（１００） 

  ７ 

（７） 

８７．５ 

（１００．０） 

３ 

（４） 

ＧＥ薬協 
４２   

（４４） 

３９   

（４０） 

３１ 

（２８） 

 ７９．５ 

（７０．０） 

１０ 

（１０） 

 ２５．６ 

（２５．０） 

０ 

（０） 

合 計 
１９１ 

（１９３） 

１１７ 

（１１５） 

１０１ 

（９８） 

８６．３   

（８５．２） 

６６ 

（６６） 

 ５６．４ 

 （５７．４） 

４６ 

（４６） 
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自主行動計画参加企業 

注１） 業界団体に重複加盟している企業数を調整した数。なお、ＯＴＣ薬協加盟企業では、２００７年
度以前から自主行動計画に参加していた企業とエネルギー管理指定工場を有する企業は８社
であり、これを調査対象とした。 

注２） 有効回答数 ： 基準年度のエネルギーデータを把握している企業 

注３） 医薬品製造業全体を基準とした場合は、企業数は３７０社であり、回答企業数ではその割合
は２７．３％、有効回答数では１７．８％となる。また、売上高ベースでは７５．９％（８兆８３１億
円／１０兆６５１６億円）である。 

（   ）：前年度データ 



排出量・原単位推移 
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電力係数 1990 2007 2008 2009 2010 2011 

調整後 
震災なし 

165.3 211.1 179.6 162.8 162.0 157.7 

調整後 
震災あり 

-- -- -- -- -- 
184.8 
(+27.1) 

実排出 
係数 

165.3 
(0) 

211.1 
(0) 

194.4 
(+14.8) 

175.0 
(+12.2) 

174.7 
(+12.7) 

191.6 
(+6.9) 

電力係数 1990 2007 2008 2009 2010 2011 

調整後 
震災なし 

157.2 191.0 160.8 144.2 143.1 139.4 

調整後 
震災あり 

-- -- -- -- -- 
163.5 
(+24.1) 

実排出 
係数 

157.2 
(0) 

191.0 
(0) 

174.2 
(+13.4) 

155.1 
(+10.9) 

154.4 
(+11.3) 

169.6 
(+6.1) 

実排出係数と調整後排出係数の差分 

0.531 

0.669 

0.578 
0.564 

0.623 

1.000 

0.890 0.880 0.844 
0.807 0.800 

0.724 

0.622 0.608 
0.646 
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年度
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0.641 

0.549 0.535 
0.501 

0.588 

1.000 

0.878 0.866 0.822 
0.784 0.771 

0.695 

0.591 0.578 0.610 
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震災影響分 

原単位指数 



電力の炭素排出係数推移 
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3.71 

3.36 

3.87 3.79 
3.68 

4.00 

3.70 3.72 

4.60 

4.07 

3.35
3.16 3.16

4.29

3.06

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

4.5 

5.0 

1990 2001 2003 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

ｔ/万kWh

年度

電力の炭素排出係数推移

調整前 調整後震災あり 調整後震災なし

４０％悪化 



二酸化炭素排出量の要因分析（66社集計） 
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66社集計 46社集計 

ＣＯ２排出量（万ｔ） 
（基準年度比％） 

売上高（億円） 
（基準年度比％） 

ＣＯ２排出量（万ｔ） 
（基準年度比％） 

売上高（億円） 
（基準年度比％） 

   １９９０年度（基準年度） １６５．３ 
（１００．０） 

４５，０３６ 
（１００．０） 

１５７．２ 
（１００．０） 

４２，９１８ 
（１００．０） 

   ２０１０年度 １６２．０ 
（９８．０） 

７８，２６３ 
（１７３．８） 

１５４．４ 
（９８．２） 

７３，０２６ 
（１７０．２） 

   ２０１１年度 

震災 
あり 

１８４．８ 
（１１１．８） ８０，８３１ 

（１７９．５） 

１６３．５ 
（１０４．０） ７６，００２ 

（１７７．１） 震災 
なし 

１５７．７ 
（９５．４） 

１３９．４ 
（８８．７） 

増減 1990年度比 

震災 
あり 

＋１９．５ 
（＋１１．８） ＋３５，７９５ 

（＋７９．５） 

＋６．３ 
（＋４．０） ３３，０８４ 

（＋７７．１） 震災 
なし 

－７．６ 
（－４．６） 

－１７．８ 
（１１．３） 

増減要

因内訳 

ＣＯ２排出 

係数の影響 

震災 
あり 

＋１１．７ 
（＋７．１） 

－ ＋１１．４ 
（＋７．３） 

－ 

震災 
なし 

－１５．３ 
（－９．３） 

－ －１２．７ 
（＋８．１） 

－ 

事業活動拡大の影響 
＋１０４．０ 
（＋６２．９） 

注）（   ）の数値は、1990年度ＣＯ２排出量比（％） 

省エネ対策等 －９６．３ 
（－５８．２） 



東日本大震災・原発事故の影響(１) 
－工場、研究所への直接的な影響－ 
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直接的な影響の概要 
直接影響を受けた企業・事業所 CO2排出量 

への影響 企業数 工場数 研究所数 

地震・津波等による操業停止（一部停止含む） １７ １７ ３ ２８，５４３ｔ減 

原子力発電所による放射能汚染による避難   １   １ ０ 算出できず 

電力不足による自家発電設備稼働 １４ １５ ５ １，７２９ｔ増 

電力不足による燃料転換（電気→他の燃料）   ５   ４ ３ ６３９ｔ減 

電力使用制限令発動による操業調整 １２ １３ ５ １６６ｔ増 

生産シフトによる生産量の減少   １   １ ０ １，２９７ｔ減 

合      計 ２８，５８５ｔ減 

東日本大震災の直接的な影響により削減されたＣＯ２はおよそ２８，５００ｔであり、この削減分の多くが、２０１２年

度の増加要因となると考えられる。 



東日本大震災・原発事故の影響(２) 
－工場、研究所への直接的な影響の内訳－ 
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エネルギー 
増加 減少 増減量 

増加量 熱量(ＧＪ)  ＣＯ２(ｔ) 減少量 熱量(ＧＪ) ＣＯ２(ｔ) 熱量(ＧＪ) ＣＯ２(ｔ) 

電力（万kWh） 484 42,640 2,076 3,480 306,588 14,929 263,948 減 12,853 減 

重油（kL） 502 19,628 1,360 5,821 227,601 15,773 207,973 減 14,413 減 

灯油（kL） 377 13,836 939 502 18,423 1,250 4,587 減 311 減 

軽油（kL） 308 11,612 797 2 75 5 11,537 増 792 増 

LPG（ｔ） 2 102 6 65 3,302 195 3,200 減 189 減 

天然ガス（千m3） 55 2,393 122 0 0 0 2,393 増 122 増 

LNG（t） 693 37,838 1,869 1,347 73,546 3,632 35,708 減 1,763 減 

都市ガス（千m3） 1,315 58,912 2,959 1,299 58,195 2,923 717 増 36 増 

蒸気 24 24 0 452 452 5 428 減 5 減 

合計 － 186,984 10,129 － 688,183 38,714 501,199 減 28,585 減 



東日本大震災・原発事故の影響(３) 
－工場、研究所への間接的な影響－ 

9 

間接的な影響の概要 
事業所数 

工場 研究所 計 

夏の電力不足に対する節電対策によるエネルギー消費量の変化 ３５ ３０ ６５ 

電力の安定供給（リスク管理）を目的とした自家発電施設の導入 １２    ２ １４ 

エネルギーの安定供給を目的とした転換（電力→他のエネルギー）    １    ０    １ 

生産シフト、復旧需要増による生産量の増加    ５    １    ６ 

社会情勢等に配慮した事業活動の自粛/その他    ０    ２    ２ 

東日本大震災の教訓から2012年度以降に実施する対策 

工場・研究所への間接影響 

対策実施の有無 企業数 実施あるいは検討している対策 

実施する   ７  ・ コジェネレーションシステム、ガスエンジン、自家発電機の導入 

 ・ 自然採光の取り入れ（照明電力の節減） 

 ・ 事業所内に分散している人員の終結（安否確認・節電） 

 ・ 老朽化施設の封鎖 

 ・ 高効率冷凍機の導入 等 

実施を検討中   ７ 

特に予定はない ３３ 

必要ない   ０ 



オフィスの節電対策（回答企業数：60社） 

10 

実施内容 企業数 実施内容 企業数 

照明機器の間引き 54 給湯器の使用停止 21 

空調温度の設定温度変更 55 使用していないエリアの空調停止 41 

空調設備の使用台数削減 23 昼休み時間の消灯の徹底 42 

空調設備の間欠運転 16 使用していない電気機器のプラグを抜く 34 

空調機のガス運転優先   4 ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗｰによる電気機器のｺﾝﾄﾛｰﾙ 17 

エアコンのフィルター清掃回数増加   5 サマータイムの導入（始業時間の繰り上げ）   6 

換気ファンの一定期間使用停止/回数制限   6 クールビズの期間延長 37 

エレベータ／エスカレータの使用制限 35 スーパークールビズの実施 11 

自動販売機の使用停止 14 在宅勤務   4 

トイレの温水・便座保温停止 36 操業日の変更（休日操業等）   7 

トイレのジェットタオル停止 25 夏季休暇の長期化・分散化 14 

廊下の消灯 50 社内パトロールの実施 20 

コピー機の間引き   8 社員の教育・啓発 43 

パソコンの充電時間コントロール 10 社員の家庭での節電要請 24 

冷蔵庫の使用停止又は間引き 14 注）本社のエネルギー使用量については別記 



エネルギー使用割合 
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重油等の液体燃料から、炭素排出係数の低い気体燃料（都市ガス等）や電力へのエネルギー転換が進み、 

２０１０年度の液体燃料の使用割合は、基準年度の２６％まで低下している。全エネルギーに占める電力の割合

は、２００５年度以降増加していたが、２０１１年度はやや低下した。 

38.7 
47.5 49.2 51.0 52.4 50.4 51.4 50.1 

32.0 

33.4 29.3 25.4 18.3 
11.8 10.1 9.1 

6.9 
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49.5 45.9 48.0 49.7 53.6 53.9 54.7 54.0

40.9

32.3 28.5 24.8 18.7 12.6 10.8 9.8

8.8
20.5 22.0 23.8 25.9 31.4 32.0 34.0
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主な対策 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 2011年度 

 主な 

 ハード対策 

 ・ エネルギーの代替 

 ・ 高効率機器等の選定 

 ・ インバーター装置の設置（送風機、

ポンプ、攪拌機、照明等） 

 ・ 機器及び配管への断熱による放熱

ロスの低減 

 ・ 製造工程（研究工程）の見直し 

 ・ 漏水、漏洩対策の実施 

 ・ 生産効率の改善（収率の向上等） 

 ・ その他（熱回収等） 

６６，１０５ 

６，５４９ 

１，２８２ 

 

１，４８８ 

 

－ 

６０８ 

６７６ 

１，１２４ 

３９，４６９ 

２８，２３８ 

１，７２５ 

 

４，３５９ 

 

－ 

８１０ 

１，８６３ 

４，７８３ 

９，４２６ 

８，２５６ 

１，４０９ 

 

４，０３１ 

 

７６０ 

１４３ 

５７３ 

２，２３７ 

３，２８８ 

８，４４５ 

７２６ 

 

２，８８４ 

 

５０６ 

５１９ 

２８０ 

１，９６６ 

    計 ７７，８３２ ８１，２４７ ２６，８３５ １８，６１４ 

 主な 

 ソフト対策 

 ・ 基準値、設定値の変更（温度、換気

回数、清浄度、照度等） 

 ・ 設備機器の運転、制御方法の見直し 

 ・ 社内活動による意識向上 

 ・ エネルギー監視システムの導入 

１，７９３ 

 

８，１４８ 

－ 

－ 

３，０４２ 

 

８，５９４ 

８１６ 

６１１ 

１，９４７ 

 

３，９１４ 

９６ 

－ 

４，６４７ 

 

６，９９８ 

２，１７５ 

１１０ 

    計 ９，９４１ １３，０６３ ５，８６１ １３，９３０ 

                          合  計 ８７，７７３ ９４，３１０ ３２，６９６ ３２，５４４ 

省エネルギー設備投資額（百万円） ６，５０７ ５，３２３ ３，４２４ ３，７７１ 

投資額／CO2削減量 ７．４万円/t ５．６万円/t １０．５万円/t １１．６万円/t 

 
12 

単位：トン 

温暖化対策の実施状況 



自主行動計画の達成状況 

２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度 

第一約束期間の目標を既に達成している  ８社 １１社 １５社 

第一約束期間の目標を達成できる見込みである   ３社   ０社   ３社 

第一約束期間の目標を達成できない ４５社 ４４社 ４０社 

不明 １１社 １１社   ８社 

合  計 ６７社 ６６社 ６６社 

２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度 

目標を設定している 
業界目標に連動 １５社 １９社 １７社 

独自の目標 － － ２３社 

目標設定を検討している １９社 １７社 － 

目標を設定していない、設定予定がない（無回答含む） ３３社 ３０社 ２６社 

合  計 ６７社 ６６社 ６６社 
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第一約束期間の二酸化炭素削減計画作成状況 



第一約束期間における二酸化炭素排出量見込み 
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基準年度に対する２００８年度～２０１２年度の累積排出量は、震災がなかったと仮定した場合は、

－１．８万トン（３，６００トン／年）となり、数値目標達成の見込みであるが、震災により悪化した電力

の炭素排出係数を使用した場合は、＋５３．２万トン（１０．６万トン／年）となり、数値目標の達成は

困難である。 
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２０１２年度 

件数 CO2削減量（ｔ） 

高効率機器の導入 ２９   ６，７６７ 

エネルギー代替   ４   ４，２９４ 

設備の運転・制御方法の見直し １３   ２，８８６ 

断熱による法熱ロス低減   ６   ２，７０２ 

生産効率改善   １          ７０ 

社内の意識向上   ４          ８５ 

インバータ設備設置   ８        １６１ 

基準値の変更   ９   １，３３２ 

漏洩対策   １          ２３ 

排熱回収   ３        ７６３ 

エネルギー監視システム導入   ０            ０ 

コンデンサーによる力率改善   ２          ６２ 

製造工程見直し   ５   ４，９６２ 

太陽光発電導入   １          １２ 

コジェネレーションシステム導入   ２ １３，２４９ 

 その他   ３          ８３ 

合 計 ９１ ３７，４５１ 
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2012年度に予定されている温暖化対策 



工場・研究所の部門比較（30社抽出データ） 
－エネルギー使用量・売上・研究所床面積の推移－ 

 
16 

28.8 

37.6 35.8 35.4 35.2 35.1 34.4 34.0 33.1 

8.1 

12.6 

15.4 14.9 14.6 14.2 13.6 13.7 13.1 

100

143.6 

170.6 171.6 
180.3 

186.1 
195.5 

204.8 

217.9 

141.8 

177.3 178.1 174.9 
185.2 177.9 

172.2 177.4 

25

50

75

100

125

150

175

200

225

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

1990 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

売上・床面積（％）原油換算（万kL）

年度

工場研究所の部門比較（30社抽出データ）
－エネルギー使用量・売上・床面積－

工場 研究所 売上（％） 床面積（％）



工場・研究所の原単位推移（30社抽出データ） 
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（参考資料）製品由来のフロン排出量 

【 ２０１０年度の排出量予測（BAU値）】 
   １９９６年度出荷量より予測 ： ５４０トン 

【自主行動計画（排出量目標） 】 
  ４０５トン（１９９８年度設定） 
  １８０トン（２００６年度見直し） 
  １５０トン（２００９年度見直し） 

特定フロン 

２０１１年度のHFC排出量は約８８ｔであり、前年度比でほぼ横ばいとなった。また、GWPを用いて計算したＣＯ２
換算量は、前年と同様、２０００年度比でおよそ９０％低減されている。 
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（参考資料）本社の二酸化炭素排出量 

エネルギー原単位指数 

CO2原単位指数 

本社の床面積当りのエネルギー使用量は、２０１０年度比で１５．２％減少しており、東日本大

震災・原発事故によりオフィスでの節電対策が、全国的に展開されていたことがうかがわれる。

ＣＯ２排出量については増加しているが、これは電力の炭素排出係数の悪化による。 



年 度 ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ 

省エネ推進組織の構築 ３３ ４２ ５３ ７０ ７６ 

社員教育の実施 ４４ ５３ ５５ ６８ ７１ 

エネルギーの定期的な計測・記録の実施 ５０ ５３ ６２ ７６ ８０ 

コジェネレーションシステム導入   ５   ５   ５   ５   ６ 

空調温度設定のルール化 ６５ ７０ ７４ ８２ ８９ 

クールビズ・ウォームビズ ８０ ８２ ８５ ８９ ９２ 

未使用機器・電灯の電源OFF推進 ７０ ７６ ８２ ９１ ９５ 

空調エリアの細分化推進 ２９ ３５ ３６ ４４ ５２ 

省エネタイプ照明器具への更新 ３６ ３６ ４５ ５３ ６４ 

窓ガラス日射遮断対策 ３８ ４２ ４７ ５３ ５９ 

エレベータ利用制限 ２１ ２３ ２４ ３０ ５３ 

グリーン電力購入   ２   ３   ３   ５   ５ 

屋上緑化導入 １１  １２ １５ １５ １５ 

太陽光発電導入   ３    ３   ３   ３   ３ 

廃棄物発電導入   ０    ０   ０   ０   ２ 

燃料電池導入   ０    ０   ０   ０   ０ 

エネルギー診断等外部機関活用   ５ １１   ９ １２   ９ 
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単位 ： ％ 

（参考資料）本社の取り組み 



（参考資料）営業車両の二酸化炭素排出量 
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低炭素社会実行計画（2010年9月作成） 

● 製薬業界の数値目標  

２０２０年度の製薬企業の二酸化炭素排出量を、２００５年度排出量を基準に２３％削減する。 

注）進捗状況を管理する際には、省エネルギー対策等による削減分と電力等の炭素排出係数の改善によ

る削減分について分析するとともに、前提条件が大きく変化した場合には、数値目標の見直しを検討す

ることを確認している。 

● 対象団体・企業 

日薬連加盟団体・企業（グループ会社を含む）  

● 対象部門 

    工場、研究所 

● 対象ガス 

    エネルギー起源の二酸化炭素 

● 前提条件 

  ・ ２０２０年度の電力炭素排出係数が０．３３t-CO2/千kWhに改善される（２００５年度０．４２）。 

  ・ ２０２０年度の医薬品市場が２００５年度比で１５０％となる。 

  ・ エネルギーに占める電力の割合が６０％に増加する（２００５年度４６％）。 
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低炭素社会実行計画 
－今後の二酸化炭素排出量予測(BAU)－ 
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低炭素実行計画 
－二酸化炭素排出量／原単位－ 
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削減量の内訳 ： 省エネルギー対策等 ９１万ｔ、炭素排出係数改善 ２４万ｔ 


